居宅介護支援重要事項説明書

　居宅介護支援契約の締結にあたっては、「居宅介護支援重要事項説明書」の内容につい
て十分確認され、かつ同意のうえで行っていただきますようお願いいたします。
　なお、ご利用の心身の状況により、ご判断等に支障がある場合は、ご家族または成年後
見人等の立会いのうえでご契約をお願いします。

１．サービスを提供する事業所の概要
（１）事業所・事業者の概要及び指定番号、サービス提供地域
	事業所名
	居宅介護支援事業所　オールワン

	所在地
	北海道苫小牧市光洋町１丁目７番１０号

	電話番号 / ＦＡＸ
	０１４４-７２-９３３３　/　０１４４-８２-８５９７

	介護保険指定番号
	０１７３６０２５５８

	営業日
	月曜日～金曜日（祝祭日及び１２月３０日～１月３日を除く）

	営業時間
	午前９時～午後５時

	サービス実施地域
	北海道苫小牧市・白老町

	同一事業所にて実施サービス
	訪問介護(訪問介護オールツー）・訪問看護(訪問看護オールスリー)



２．当社の概要
	法人名
	株式会社　オールスリー

	代表者
	代表取締役　佐藤　満美

	本社所在地
	北海道苫小牧市光洋町１丁目７番１０号

	電話番号
	0144-72-9333
	ＦＡＸ
	0144-82-8597



（２）事業所の職員体制
〈介護支援専門員〉　　常勤　　５　名、うち管理者　　１　　名　以上
　　　　　　　　　　非常勤　　１　名　以上

＊ケアプラン作成等のご依頼につきましては、事業所の営業時間内での対応となりますので
ご了承ください。


３.サービスの利用料金
（１）利用料
　　　利用料につきましては、介護報酬告示上の額による金額となります。
　　　ただし、要介護についての認定を受けられた場合には、介護保険制度から全額給付
　　　されますので、ご自分で負担される必要はありません。
　　　なお、保険料の滞納等がある場合、保険給付金が直接事業者に支払われないことがあり
ます。この場合は、介護報酬告示上の金額をご利用者より直接頂戴し、あわせて事業所
よりサービス提供証明書を発行させて頂きます（後日、ご利用者から市区町村の窓口に
このサービス提供証明書をご提示されますと払い戻しされます。
（居宅介護支援利用料金）
　　　　・要介護　１・２　１０，８６０円　　　　・要介護　３・４・５　１４，１１０円
・介護予防委託契約については、各包括支援センターとの契約書を参照ください。
・同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント：所定単位数の95％を算定(20人以上)
（加算を算定した場合）　
・初回加算　３，０００円　
　　　　・退院・退所加算
カンファレンス参加無しの場合：連携１回　４５０単位　　連携２回　６００単位
カンファレンス参加有りの場合：連携１回　６００単位　　連携２回　７５０単位　連携３回　９００単位
　　　　・入院時情報連携加算（Ⅰ）２，５００円　・入院時情報連携加算（Ⅱ）２，０００円
　　　　　（入院後３日以内に情報提供）　　　　　　（入院後７日以内に情報提供）
　　　　・通院時情報連携加算　　　　　　　　　　　　５，０００円
　　　　・ターミナルケアマネージメント加算　　　　　４，０００円
　　　　・緊急時等居宅カンファレンス加算　　　　　　２，０００円
　　　　・特定事業所加算（Ⅰ）　　１ヶ月につき　　　５，１９０円
・特定事業所加算（Ⅱ）　　１ヶ月につき　　　４，２１０円
・特定事業所加算（Ⅲ）　　１ヶ月につき　　　３，２３０円
・処遇改善加算　　　　　　１ヶ月につき　　　２．１％

（２）交通費
　　　介護支援専門員がご利用者のご自宅を訪問させて頂く時の交通費は、事業者が負担い
　　　たします。（ご利用者にご負担頂くことはありません）。

（３）解約料
ご利用者は、いつでも契約を解除することができ、これに伴う解約料の発生は
　　　ございません。

４.サービスのご利用方法
（１）サービスの利用・契約の開始
　　　まず、相談窓口の電話番号にお電話ください。事業所の介護支援専門員が御自宅に
　　　伺い、契約を締結した後、サービスの提供を開始させていただきます。

（２）契約期間について
　　　契約は、契約手続きを行った日に開始となり、ご利用者の要介護(要支援)状態区分の有効期限が満了する日をもって終了いたします。
　　　但し、ご利用者から文章でのお申し出がない場合には、次回の要介護(要支援)状態区分の有効期限満了日まで自動的に更新されます。

(３)　サービス・契約の終了
　ア、ご利用者のご都合でサービスを終了する場合
　　　契約の解除について、事業所窓口まで随時ご連絡ください。
　イ、事業所の都合でサービスを終了する場合
　　　人員不足等やむを得ない事情により、ご利用者への居宅サービスの提供を　終了させ
　　　ていただく場合がございます。その場合は、終了１ヶ月前までに事業所より文章で
　　　お知らせするとともに、地域の他の居宅介護支援事業者をご紹介させて頂きます。
　ウ、自動終了となる場合
　　　以下の場合は、自動的にサービスは終了となりますのでご了承ください。
1 ご利用者の希望によりご利用者が介護保険施設に入所された場合
2 ご利用者の要介護認定区分が要介護から要支援２または要支援1もしくは自立
(非該当)と認定された場合。ただし、この場合は、担当地域の包括支援センター
にご利用者の情報を提供する等、連携を取らせていただきます。要支援の場合に
おいて継続支援の場合、地域包括支援センターとの委託契約にて継続可能。
3 ご利用者がお亡くなりになられた場合
　エ、その他
　　　事業者は、正当な理由がなく、居宅介護サービスの提供を拒否することはありません。
　　　ただし、以下の場合は、居宅介護サービスを中止させていただくとともに、直ちに当該
　　　市区町村に状況報告をいたします。
1 介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わない等により、要介護状態等
の悪化をもたらす場合
2 偽りその他の不正行為によって保険給付を受け、または受けようとした場合　

５．個人情報の保護
（１）情報の保護および利用の制限
事業者は、業務上知り得たご利用者およびご家族の個人情報を正当な理由なく第三者
　　　に漏らすことはございません。
　　　ただし、ご契約に基づくサービスを提供する上で必要な場合、「個人情報使用同意書」
　　　に定められた範囲内で必要な情報を提供させていただきますので予めご理解ください。
（２）個人情報の利用者目的の変更
次に記載される事項に該当する場合は、必要とされる情報を提供するとともに、利用　　
目的の変更についてご連絡いたします。
1、 法令に基づく場合
2、 人の生命、身体または財産の保護のために必要であって、事前に同意を得ることが
困難であるとき。
3、 国の機関もしくは地方公共団体、またはその委託を受けたものが、法令の定める事
項を遂行することに対して協力する必要があり、ご利用の同意を得ることにより
当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
（３）守秘義務は、ご利用者と事業者のご契約が終了した後も守られます。
６．事故発生時の対応
（１）事業者は、ご利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合には、速やかに
市町村、およびご利用者のご家族に連絡を行うとともに、必要な措置を行います。
また、事故の原因を解明し再発生を防ぐための対策を講じます
（２）事業者は、サービス提供に伴って事業所の責めに帰すべき事由により賠償すべき事故
が発生した場合には、速やかに損害を賠償するものとします。

事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。
	保険会社名
	あいおいニッセイ同和損保

	保険名
	介護保険・社会福祉事業者総合保険

	補償の概要
	介護保険法・障害者総合支援法の法律上の賠償責任を補償する保険



７．身分証携行義務
介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又は利用者の家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。

８．記録の整備
指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する記録を整備し、サービス提供を開始した日から５年間保存します。
[bookmark: _Hlk100164118]９．衛生管理等
 事業所において感染症が発生し、又はまん延しない様に、次に掲げる措置を講じます。
　①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね6月に1回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。
　②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。
　③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。

1０．業務継続計画(BCP)の策定等について
　(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る為の計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。
　(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。
　(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

１１．サービス内容に関する相談・苦情窓口
（1） 次のことについて、ご相談や苦情などがございましたら、事業所の窓口まで御遠慮なく
お申し出ください。
1、 事業所が提供するサービスについて
2、 居宅サービス計画に基づいて提供している各サービスについて
	事業所名

居宅介護支援事業所　
オールワン


	住所　　  苫小牧市光洋町１丁目７番１０号
電話番号　0144-72-9333
FAX番号　0144-82-8597
受付時間
平日９：００～１７：００（土・日・祝日年末年始は休業）
管理者　　佐藤　満美




（２）当事業所窓口以外でもご相談や苦情については、下記の窓口でも受け付けています。
公的機関相談窓口
	苫小牧市役所
介護福祉課
	住所　　　苫小牧市旭町４丁目５-６
電話番号　0144-32-6111(内線)6111
受付時間：9:00～17:00（土・日・祝日・年末年始休業）

	北海道国民健康保険団体連合会

	住所　　　札幌市中央区南２条西１４丁目
電話番号　011－231－5175
受付時間：9:00～17:00（土・日・祝日・年末年始休業）


（１）ご利用者から苦情および相談があった場合、ご利用者の状況を詳細に把握するために
必要に応じて状況の聞き取りのための訪問を実施し事情の確認を行います。
（２）特にサービス事業者に関する苦情である場合には、ご利用者の立場を考慮しながら
事業所の責任者に対して慎重に事実関係の特定を行います。
（３）担当者は把握した状況を管理者とともに検討し対応方法を決定します。
（４）対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、ご利用者へ
必ず対応方法を含めた結果の報告を行います。
１２．緊急時における対応について
サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかに利用者様の主治医、救急隊、緊急時連絡先（ご家族等）、利用されている居宅サービス事業者等へ連絡をするなど必要な措置を講じます
１３.　虐待の防止について
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。
1. 虐待防止に関する担当者を選定しています。
	虐待防止に関する担当者
	松岡　悦子


1. 成年後見制度の利用を支援します。
1. 苦情解決体制を整備しています。
1. 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。
1. サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。
[bookmark: _Hlk100164301][bookmark: _Hlk99645550]１４．男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策について
男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策に取り組む。

①従業者に対するハラスメント指針の周知・啓発
②従業者からの相談に応じ、適切に対処するための体制の整備
③その他ハラスメント防止のために必要な措置を講じる
１５．その他
（１）運営の方針
ア、事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その利用者が可能な限りその居宅において、有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の立場にたって援助を行う。
　イ、事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の選択に基づき適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう中立公正な立場でサービスを調整する。
　ウ、事業の実施にあたっては、関係区市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業所、介護保険施設等、保健・医療福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。
　エ、事業の実施にあたっては、利用者の人権擁護、虐待防止のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し研修を実施する等の措置を講じる。
オ、事業所は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、介護保険法第118条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努める。
（２）その他の事項
　　　　ア、利用者やその家族に対し、利用者は計画に位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求める事が可能である事や、当該事業所を計画に位置付けた理由を求める事が可能であることを説明しました。
　　　　イ、居宅介護支援サービス提供にあたり、当事業所が前６ヶ月間に作成した居宅サービス計画（ケアプラン）総数のうち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護の記載された割合、並びに前６ヶ月間に作成したケアプランに記載された訪問介護の回数のうち同一のサービス事業者によって提供された割合を、別途資料にて説明します。

（３）居宅介護支援実施概要
1、 使用するアセスメント手法
[bookmark: _Hlk196938164]インターライ方式（ＭＤＳ－ＨＣ方式）
2、 ケアプラン作成手法
アセスメント、ＡＩに基づき、課題を分析しながら利用者とともに作成。

　提供するサービスの第三者評価の実施状況について
	実施の有無
	無し

	実施した直近の年月日
	無し

	実施した評価機関の名称
	無し

	評価結果の開示状況
	無し



（別　紙１）
要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項説明書

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保険による適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によりサービス提供を行う際の説明を行います。
1.提供する居宅介護支援について
・利用者が要介護認定までに、居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結後迅速に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支援を行います。
・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰な居宅サービスを位置づけることのないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。
・作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを行います。
2.要介護認定後の契約の継続について
・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利用者から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合には、契約は終了し、解約料はいただきません。
・また、利用者から解約の申入れがない場合には、契約は継続しますが、この付属別紙に定める内容については終了することとなります。
3.要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について
要介護認定等の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合は、利用料をいただきません。
4.注意事項
要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。
・要介護認定の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合には、認定前に提供された居宅介護サービスに関する利用料金は、原則的に利用者にご負担いただくことになります。
・要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を上回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。この場合、保険給付されないサービスにかかる費用の全額を利用者においてご負担いただくことになります。

（別　紙２）サービス提供の標準的な流れ
居宅サービス計画作成等サービス利用申込み



当社に関すること居宅サービス計画作成の手順、 サービスの内容に関して大切な説明を行います


居宅サービス計画等に関する契約締結
事業者の選定 当社と契約をするかどうかをお決めいただきます


※利用者は市役所へ【居宅サービス計画作成依頼届出書】の提出を行っていただきます。（提出代行可能）


ケアマネジャーがお宅を訪問し、利用者の解決すべき課題を把握します


地域のサービス提供事業者の内容や、料金等をお伝えし、利用するサービスを選んでいただきます

利用者による サービスの選択


提供する居宅サービスに関して、居宅サービス計画の原案を作成します



計画に沿ってサービスが提供されるようサービス提供事業者等とサービス利用の調整を行います（サービス担当者会議の実施）


サービス利用に関して説明を行い、利用者やご家族の意見を伺い、同意をいただきます


居宅サービス計画に沿って、サービス利用票、サービス提供票の作成を行います


◆ サ ー ビ ス 利 用 ◆



利用者やご家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況の把握を行い、サービス提供事業者と連絡調整を行います


毎月の給付管理票の作成を行い、国保連合会に提出します



利用者の状態について、定期的な再評価を行います。また、提供されるサービスの実施状況の把握を行います。



居宅サービス計画の変更を希望される場合、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行います。

[bookmark: _Hlk536544306]
（別紙３）　居宅介護(介護予防)支援業務の実施方法等について
1 居宅介護(介護予防)支援業務の実施
1 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成関する業務を担当させるものとします。
2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。
3 指定居宅介護支援の利用の開始に際し、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができ、また居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができます。
2 居宅サービス計画の作成について
1 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。
1 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立場の十分な理解と課題の把握に努めます。
2 利用する居宅サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。
3 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に偏るような誘導または指示を行いません。
4 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。
2 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。
3 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。
1 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認し、同意を得られた場合、
居宅サービス計画に位置付けされた居宅サービス事業者に居宅サービス計画を交付します。（居宅サービス計画の変更・更新時も含みます。）
2 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。
3 サービス実施状況の把握、評価について
1 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。
2 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、少なくとも1・2月に1回、利用者の居宅を訪問、情報通信機器を活用し、利用者に面接するとともに、モニタリングの結果を記録します。
3 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定期的に評価します。
4 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介護保険施設に関する情報を提供します。
4 居宅サービス計画の変更について
事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。
5 給付管理について
事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険団体連合会に提出します。
6 要介護認定等の協力について
1 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。
2 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行います。
7 居宅サービス計画等の情報提供について
利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意をもって応じます。
8　サービスの利用状況等について
　　　当事業所の居宅サービス計画の訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は次のとおりです。
　　①　前６か月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合を別紙説明いたします。
例　訪問介護　　●●％   通所介護　　●●％　
地域密着型通所介護　　●●％　　　福祉用具貸与　　●●％
　　②　前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業所によって提供されたものの割合　　
	訪問介護
	●●事業所　〇％
	◇◇事業所　〇％
	★★事業所　〇％

	通所介護
	▲▲事業所　〇％
	〇〇事業所　〇％
	□□事業所　〇％

	地域密着型通所介護
	■■事業所　〇％
	☆☆事業所　〇％
	◆◆事業所　〇％

	福祉用具貸与
	××事業所　〇％
	△△事業所　〇％
	◎◎事業所　〇％



個人情報使用同意書

　私（利用者）、及び私の家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の
範囲内で使用することに同意します。
１．使用する目的
①　事業者が適切なサービスを円滑に行うために、連携が必要な場合の情報共有の場合
②　サービス提供に掛かる請求業務などの事務手続きを行う場合
③　サービス利用にかかわる管理運営のため情報通信機器を利用
④　緊急時の医師・関係機関への連絡のため
⑤　ご家族及び後見人様などへの報告のため
⑥　当社サービスの、維持・改善にかかる資料のため
⑦　当社の職員研修などにおける資料のため
⑧　法令上義務付けられている、関係機関（医療・警察・消防等）からの依頼があった場合
⑨　損害賠償責任などにかかる公的機関への情報提供が必要な場合
⑩　特定の目的のために同意を得たものについては、その利用目的の範囲内で利用する場合
２．使用する事業者の範囲
　利用者が提供を受ける全てのサービス事業者
３．使用する機関
　契約で定める機関
４．使用にあたっての条件
（1） 個人情報の提供は必要最小限として提供にあたっては関係者以外の者に漏れることないよう細心の注意を払い最小限に留めます。
（2） 個人情報を使用した会議においては、出席者、議事内容を記録します。
（3） 同意後、利用者から利用目的の一部同意取り消す旨の申し出があった場合は同意を得た範囲内に限定し利用します。
５．個人情報の利用目的の変更
　次に記載される事項に該当場合は、必要とされる情報を提供するとともに、利用者の変更
についてご連絡いたします。
1、 法令に基づく場合
2、 人の生命、身体、または財産の保護のために必要であって、事前に同意を
得ることが困難な場合。
3、 国の機関もしくは地方公共団体、またはその委託を受けたものが、法令の定め
る事務を遂行することに対して揚力する必要があり、ご利用者の同意を得る
ことにより、当該事務の遂行に支障を及ぼす恐れがあるとき。
以上、契約書、重要事項説明書及び個人情報同意書に関して双方の合意を証するため、本書２通を作成し、当時者双方が記名のうえ、各自１通を所持することとします。
令和　　　年　 　月　　　日　　　

事業者　　　住所　　　苫小牧市光洋町１丁目７番１０号
法人名　　株式会社　オールスリー
代表者名　代表取締役　佐藤　満美　　　　
事業所名　居宅介護支援事業所　オールワン　管理者名　佐藤　満美
　　　　　　説明者　　≪氏名≫　　　　　　　　　　　

居宅介護支援サービスについて、事業者より説明を受け、同意しました。
〈利用者〉
　　　　　住所　　　　苫小牧市　　　　　　　　　　　　　　 　

　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（署名代行者、立会人、または代理人）〔該当する役割いずれかにチェックを記入して下さい。〕
	
　　　□署名代行者　　私は、甲が契約の内容を理解し、契約を締結する意思があることを確認し、身体障がい、または高齢により筆記困難な甲に代わって上記署名を行いました。
　　　
　　　□立　会　人　　私は、契約締結の場に立会い、甲が契約の内容を理解し、契約を締結する意思があることを確認しました。
　　　　　　　　　　　（利用者ご本人だけでは契約締結に不安がある場合に使用。）

　　　□代　理　人　　私は、甲〔成年後見人・保佐人・補助人・任意後見人（該当するものいずれかに〇をしてください。）〕として、甲に代わって本契約を締結します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名代行者、立会人、または代理人等）

〈署名代筆者〉
　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　
